
給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント

令和６年１０月

鳥取県人事委員会
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本年の給与勧告の概要

１ 月例給

○ 県職員の給与が県内民間の給与を9,086円（2.61％）下回っていることから、民間給与との均衡を図るため、引上げ
改定（改定額9,042円）。

○ 本県の給与制度については、公務としての類似性等を勘案し、国の制度を基本としていることから、若年層に特に重
点を置いて改定した本年の人事院勧告による俸給表に準じた給料表へ改定。

○ 月例給の引上げは３年連続。

≪実施時期≫ 令和６年４月１日から実施

２ 特別給（期末手当及び勤勉手当）

○ 県職員の年間支給月数（4.20月）が民間の支給月数（4.33月）を下回っているため、0.15月分引上げ。

○ 引上げ分は、期末手当に0.05月分、勤勉手当に0.10月分を配分。

○ 特別給の引上げは３年連続。

≪実施時期≫ 令和６年12月１日から実施

県職員給与 347,661円

民間給与 356,747円

較差 9,086円(2.61%)
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給与改定の状況

人事委員会勧告の手順

鳥取県人事委員会では、県職員と県内民間企業従業員の４月分の給与（月例給）を調査した上で、精確に比較し、その結果得られた較差等に基づき勧告
を行っています。

また、特別給についても、民間の特別給（ボーナス）を精確に把握し、年間の民間支給割合と職員の特別給（期末・勤勉手当）の年間支給月数を比較して勧
告を行っています。

ボーナス

個人別調査事業所別調査

民間企業従業員（事務・技術）と職員（行政職）との給与を比較
役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士を比較

（ラスパイレス方式）

個人別調査
４月分給与

（行政職3,035人）

議会知事

人事委員会勧告

民間の特別給の
年間支給割合との比較

（勧告の取扱決定） （給与条例の改正）

４月分給与

（2,736人を対象）

※改定の有無にかかわらず調査

・情勢適応の原則
・均衡の原則
等を考慮し、給与勧告内容を決定

給与条例改正案

民間企業従業員の給与の調査
（企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上）

【対象となる事業所245事業所のうち134事業所を調査】
県職員の給与の調査（9,449人が対象）
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公 民 給 与 の 比 較 方 法 （ ラ ス パ イ レ ス 比 較 ）

（役職段階） （学歴） （年齢） （民間給与総額[A]） （公務員給与総額[B]）

26・27歳

   民間給与総額
   ÷公務員総数
   ＝356,747円[a]

   公務員給与総額
   ÷公務員総数
   ＝347,661円[b]

１６・１７歳

　６級（課長）

………

中卒

　７・８級（課長・次長）

行政職
（事務・技術職員）

　２級（主事・技師）

　３級（係長）

　４級（課長補佐）

　５級(課長補佐）

短大卒

高卒

　９級(部長）

24・25歳

　各役職段階ごとに、「１級（係員）」と同様、学歴別、
　年齢階層別に民間給与及び公務員給与を算定

２２・２３歳

…

２０・２１歳

…

…

…

…

…

　１級（主事・技師）

…

…

…

１８・１９歳

大卒
民間給与×公

務員数

民間給与×公

務員数

民間給与×公

務員数

民間給与×公
務員数

公務員給与×

公務員数

公務員給与×

公務員数

公務員給与×

公務員数

公務員給与×
公務員数

令和６年の公民較差 9,086 円（2.61％） （算定方法）[a] - [b]

【職員と民間事業所従業員との対応関係】

行政職給料表

職　務　の　級 企業規模500人以上 企業規模100人以上500人未満 企業規模100人未満

９級
支店長、工場長

部　  長、部次長

８級

７級

６級

５級 課　　　 長

４級 課長代理 課長代理

３級 係　　　 長 係 　　　長

２級 主　　　 任 主 　　　任 主　　　 任

１級 係　　　 員 係　　　 員 係　　　 員

対　　　応　　　職　　　種

係　　　 長

課長代理 課　　　 長

支店長、工場長

部 　 長、部次長

課　　　 長
支店長、工場長

部 　 長、部次長 【比較に用いる給与月額】

・県職員、民間とも毎月決

まって支給する給与（基
本給と家族手当などの
諸手当を含んだ額）から
通勤手当と時間外手当
を除いた額で比較
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民間給与との較差に基づく給与改定（月例給）

県職員の給与が県内民間事業所従業員の給与を9,086円（2.61％）下回っていることから、
民間給与との均衡を図るため、月例給を引き上げることとしました。

民間給与

356,747円

比 較

県職員給与

347,661円

較差9,086円

改定額9,042円
（改定率 2.60%）

給料 9,042円

※残りの較差 44円



鳥取県職員は行政職給料表適用者、国家公務員は行政職俸給表（一）適用者である。
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鳥取県職員の平均給与月額の推移

国：410,940円(43.5歳) 国：411,123円(43.4歳) 国：408,868円(43.2歳) 国：407,153円(43.0歳) 国：405,049円(42.7歳) 国：404,015円(42.4歳) 国：405,378円(42.1歳)

県：345,088円(43.4歳) 県：345,125円(43.6歳) 県：344,082円(43.4歳) 県：342,849円(43.2歳) 県：341,725円(42.9 歳) 県：341,189円(42.5 歳) 県：344,640円(42.3 歳)

330,000

340,000

350,000

360,000

370,000

380,000

390,000

400,000

410,000

420,000

平成３０年 平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

円

国（参考） 鳥取県（毎年４月時点）
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特別給の支給月数の推移（民間との較差）

区分 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

県内民間 4.01 4.03 3.99 3.95 4.08 4.18 4.33

県職員 4.00 4.00 4.05 4.00 3.95 4.10 4.20

※県職員の支給月数は、当該年の勧告前の支給月数（６月、１２月期）であり、県内民間は、前年８月から当該年７月までの支給月数である。
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最近の給与勧告等の状況

月例給

改定率 年間支給月数 対前年比

平成２１年 △０．８６％ ３．８６月 △０．１６月

平成２２年 改定なし ３．９０月 ０．０４月

平成２３年 △０．５７％ 改定なし ０．００月

平成２４年 △１．７８％ 改定なし ０．００月

平成２５年 改定なし 改定なし ０．００月

平成２６年 改定なし ４．００月 ０．１０月

平成２７年 １．２６％ ４．１０月 ０．１０月

平成２８年 １．０６％ ４．００月 △０．１０月

平成２９年 ０．９１％ 改定なし ０．００月

平成３０年 改定なし 改定なし ０．００月

令和元年 改定なし ４．０５月 ０．０５月

令和２年 改定なし ４．００月 △０．０５月

令和３年 改定なし ３．９５月 △０．０５月

令和４年 ０．３３％ ４．１０月 ０．１５月

令和５年 ０．８２％ ４．２０月 ０．１０月

令和６年 ２．６０％ ４．３５月 ０．１５月

特別給
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＜勧告後の年間給与の影響額（モデルケース）＞

〇行政職１級 大卒新規採用職員（２３歳、扶養親族なし）

改定前： 3,278,880円

影響額：    ＋414,585円（＋12.64%）

改定後： 3,693,465円

給与改定に伴う影響額

【勧告後の年間給与の影響額（行政職一人当たり平均）】

   改定前 ： 5,603,927円                             

 影響額 ：   ＋208,689円（＋3.72％）

・月例給 ＋113,779円

  ・特別給 ＋94,910円

 改定後 ： 5,812,616円  （※ 行政職平均年齢42.3歳）

〇行政職５級 課長補佐級職員（５０歳、配偶者・子２人）

改定前： 6,801,569円

影響額：     ＋145,616円（＋2.14%）

改定後： 6,947,185円



令和７年４月１日（扶養手当及び地域手当の改定は段階的に実施）

新たに住居手当及び特地勤務手当に準ずる手当を支給。

採用時から、支給要件を満たした職員に対しても手当を支給。

9

社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）

人事院は、本年の人事院勧告・報告において、①多様で有為な人材の確保、②職員の成長支援と組織パフォーマンスの向上、③Well-beingの実現に向けた環
境整備という現下の公務員人事管理上の重点課題に対応するため、「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」（給与制度のアップデート）として、様々な側
面から包括的な見直しを行い、時代の要請に即した給与制度への抜本的な転換を図る。

本県においても、社会と公務の変化に応じた給与制度を整備するため、以下のとおりとすることが適当と判断。

国に準じて給料表の構造を一部見直す（各級初号近辺の給料月額の引上げ（初号近辺の号給カット）、号給の大くくり化）。

配偶者に係る手当を廃止（現行6,500円）。子に係る手当額を13,000円に引き上げ（現行10,000円）。行政職給料表８級相当の職員を除き、２年をかけて段階的に実施。

級地区分を７区分から５区分に再編成。支給割合を３～20%（現行）から４～20%に見直し。

支給限度額を月15万円に引き上げ、限度額内で特別急行列車を利用する場合の特別料金等を全額支給。特別急行列車利用による通勤時間短縮20分以上の要件を廃止。

１ 給料表

２ 扶養手当

３ 地域手当

５ 単身赴任手当

６ 管理職員特別勤務手当

７ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員に対する手当

８ 実施時期

４ 通勤手当

平日深夜に係る手当の支給対象時間帯について、午前０時から午前５時まで（現行）を午後10時から午前５時までに拡大。
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給与制度のアップデートにおける給料表の構造見直し

【号給の重なり解消（イメージ図）】【初号近辺の号給カット、号給の大くくり化（イメージ図）】

号給をカットする

１つの号給に大くくりする

○初号近辺の号給カット、号給の重なり解消により、上位の級に昇格
することに伴い、大きく給与が上昇する仕組みとなる。

○号給の大くくり化により、昇給する場合に更に大きな給与上昇をする
仕組みとなる。

給料表の構造見直しによる効果

より職責を重視した給料体系へ

８～９級
・各級の水準の重なりを解消し、職責重視の給料体系へ
・昇格時の給料上昇幅を拡大

例えば６級では
現在の13号給が新しい１号給に

３～７級
号給をカットして各級の初号の額を引上げ
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